平成　　年　　月　　日

　　鳥取県商工労働部産業振興総室長

岡村　整諮　様

住　　　所

名　　　称　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)
代表者名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

担　当　者

 eq \o\ad(電話番号,　　　　　)
ﾌｧｸｼﾐﾘ番号

平成２３年度ものづくり事業化応援補助金事業計画書

　平成２３年度ものづくり事業化応援補助金（○○○○型）の交付を受けたいので、下記のとおり提出します。

記

　　　１　研究開発テーマ　　　

　　　２　所要研究費　　　　　総　　　　　額　　　　　　　　　千円

　　　　　　　　　　　　　　　うち助成希望額　　　　　　　　　千円

　　　３　添付書類
（１）事業計画書（様式１号）
　　　　（２）収支予算書（様式２号）

　　　　（３）提案者の登記簿謄本（写しで可）
　　　　（４）直近２期分の決算書（写しで可）
（５）鳥取県が課税する全ての県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）に未納がないことを証する書類
　　　　（６）企業概要の分かる資料

（７）見積書の写し等経費の積算根拠が分かる書類
（８）経営状況等報告書（様式３号）※ただし、交付要綱第４条第３項による申請の場合のみ。
様式１号（第５条、第８条関係）

ものづくり事業化応援補助金事業計画書

(事業調査支援型／事業化実現支援型)
	１
	研究テーマ
	

	

	２
	事業期間
	

	補助事業実施見込期間

　　　年　月～　年　月（○ヶ月間）

	３
	今回行おうとする研究開発
	

	【目的】

【課題】

【研究項目】
【研究の内容、方法、規模及び求める成果】



	４
	研究内容の新規性・優位性
	

	

	５
	事業化の見通し
	

	【今回想定している新技術・新製品の概要】

現段階の案で概要を記載

【市場分析】

現在把握している範囲で記載

・市場ニーズ

・想定されるユーザー

・競合する製品の有無（あればその概要）

・市場規模、市場占有率

【事業化した場合に実施する内容】

現在想定している範囲で記載。（外部に委託する業務も含めて記載すること）

【事業化の時期】

　　　　年　　月ごろ


	６
	研究開発体制
	

	（表による記載例）
【研究開発の体制】

所属名

役職・氏名
役　割

備考

㈱○○

○○大学

【外注委託及び委託内容】

実施機関

内　　容
備考
○○（有）

【事業実施に係る産業支援機関の役割】

支援機関名
役職・氏名
具体的な支援内容
備考




	（特記事項）

他の助成等への申請状況
	

	


※用紙はA４サイズのものを利用してください。枚数の制限はありません。

（注）１　グループによる研究の場合は、各構成員が実施する内容について明示したものを添付すること。（様式は任意）

様式２号(第５条、第８条、第１２条関係)
ものづくり事業化応援補助金収支予算書

(事業調査支援型／事業化実現支援型)

１　収入の部

　　　（単位：円）

	
	金　　　額
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借　入　金
	
	

	補　助　金
	
	

	そ　の　他
	
	

	研究開発費の総額
	
	


２　支出の部

　　　（単位：円）

	経費区分
	内　　　容

（名称、単価、数量を記載）
	補助事業に

要する経費
	補助対象

経費
	備考

	○○○費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	○○○費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	○○○費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	その他の経費
	○○○費
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	○○○費
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


（注）１　複数年度にまたがる場合は、各年度ごとの資金計画を添付すること。（様式は任意）

２　グループによる研究の場合は、各構成員が実施する経費について明示したものを添付すること。　

様式３号(第５条関係)

経営状況等報告書

１　円高による影響

ものづくり事業化応援補助金交付要綱（（平成20年３月25日付第200700204603号鳥取県商工労働部長通知。以下「要綱」という。）第４条第３項第１号による申請のときは、次のうち該当する区分を記載すること。

（１）直近決算期における輸出入取引又は輸出入関連企業との取引の割合
	直近決算期における
売上高　　　　 (Ａ)
	直近決算期における
輸出入等取引額 (Ｂ)
	取引の割合
(B/A×100)

	　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　円
	　　　　　　　％


　　（注）取引の割合は、20％以上となっていること。
（２）最近１か月間に決済をした輸出入取引における損失の状況
（単位：千円、％）
	契 約 日
	売買契約額
	売買契約
締結当時
為替ﾚｰﾄ
	円建売上・仕入額
見込み(A)
	決 済 日
	決済時
為替ﾚｰﾄ
	円建売上
・仕入
決済額(B)
	減少率((1-B/A)
×100)

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	　　　％


（注１）売買契約額は、売買契約書に記載された通貨（例：ドル、ユーロ等）で記載すること。
（注２）売買契約締結当時為替レートは、売買契約上の為替レート、為替予約の為替レート又は契約日の為替レートを記載すること。

（注３）減少率は、５％以上となっていること。
（３）最近３か月間の輸出入関連企業からの受注の状況（要綱第４条第３項第１号イ）
	時　　期
	当該年 (Ａ)
	前　　　年(Ｂ)
	減少率

((1-A/B)×100)

	　　年　　月
	
	
	

	　　年　　月
	
	
	

	　　年　　月
	
	
	

	合　　計
	
	
	


（注１）受注数量・受注金額の内容に応じて単位を記載すること。（例：個、トン、千円　等）

（注２）減少率は、５％以上となっていること。
（４）最近１か月間の輸出入関連企業からの受注の状況とその後の２か月間の見込み（要綱第４条第３項第１号ウ）
	区　分
	時　　期
	当該年 (Ａ)
	前　　　年(Ｂ)
	減少率

((1-A/B)×100)

	最近１か月間

実　　　　績
	　　年　　月
	
	
	

	その後２か月間
見　　込　　み
	　　年　　月
	
	
	

	
	　　年　　月
	
	
	

	３か月間
	合　　計
	
	
	


（注１）受注数量・受注金額の内容に応じて単位を記載すること。（例：個、トン、千円　等）

（注２）減少率は、５％以上となっていること。
（５）添付書類

見積書等金額の根拠となるものの写し
２　指定事業者による影響

要綱第４条第３項第２号による申請のときは、次のうち該当する区分を記載すること。

（１）指定事業者との取引の状況

　〔 直接取引 ・ 間接取引 〕※左のうち該当するものに○を付けること。
	取引規模
	期　　　間

（直近１年間）
	取引総額
(Ａ)
	指定事業者との直接又は間接取引の額
(Ｂ)
	取引依存度
（Ｂ/Ａ×100）

	
	　 　　　年　 月　 日
 ～　　  年　 月　 日
	千円
	千円
	％　

	〔間接取引の状況〕

	取引先企業名
	

	所在地
	

	業種
	

	取引の内容
	


（２）最近１か月間の売上高又は販売数量の状況とその後の２か月間の見込み（要綱第４条第３項第２号ア）
〔売上高・販売数量〕※左のうち該当するものに○を付けること。　　　　　　　（単位：千円、％等）
	区　分
	時　　期
	当該年 (Ａ)
	前　　　年(Ｂ)
	減少率
((1-A/B)×100)

	最近１か月間

実　　　　績
	年 　月
	
	　　
	％

	その後２か月間
見　　込　　み
	 年　 月
	
	
	※上記及び下記の欄は５％以上であること

	
	年 　月
	
	
	

	３か月間
	合　　計
	
	
	％


（注）数量のときは、内容に応じた単位を記載すること。（例：個、トン等）

（３）　最近３か月間の月平均売上高又は平均販売数量の状況（要綱第４条第３項第２号イ）

〔売上高・販売数量〕※左のうち該当するものに○を付けること。　　　　　　　（単位：千円、％等）
	
	当該年
	前　　　年
	減　少　率

	　　　 　年　　 月
	
	
	 (1-A/B)×100
※下記の欄は５％以上であること

	　 　　　年　　 月
	
	
	

	　 　　　年　 　月
	
	
	

	合　　計
	
	
	

	月 平 均
	(A)
	(B)
	％


（注）数量のときは、内容に応じた単位を記載すること。（例：個、トン等）

（３）　添付書類
１　試算表など、最近１か月（最近３か月間）の売上高又は販売数量が前年同月と比較して減少していること、指定事業者との取引関係の状況（間接取引のときは指定事業者との取引のつながりが分かるもの等）が確認できる書類

２　見積書等金額の根拠となるものの写し

企　業　概　要
	企　業　名
	
	代表者職氏名
	

	本社所在地
	〒

 TEL                      FAX

	連絡担当者
	(所属)                   (氏名)

 TEL                      FAX

	資　本　金
	（万円）
	設立年月日
	

	従  業  員
	(全社)                     (鳥取県内)

                人 　　　　　                人

	事　業　内　容
	業種（いずれかに○）

※組合等については種類を記載すること
	・製造業その他の業種
	・卸売業

	
	
	・小売業
	・サービス業

	
	
	・ゴム製品製造業
	・ソフトウェア業又は情報処理サービス業

	
	
	・旅館業
	・組合等

（　　　　　　　　　　　　）

	
	主な株主と比率（％）
	　　　　　　

　　　　　　　　

	
	主な取引先
	

	
	過去２年間の業績
	売上高（千円）
	営業利益（千円）
	主 要 製 品

	
	平成 　年 　月期
	
	
	

	
	平成 　年 　月期
	
	
	

	組織

（特に、研究開発部門を詳しく。）

	主な開発実績

(特許の有無も記載)
	保有研究施設･機器

（申請テーマに関連するもの）


（既存の資料がない場合に記載）



希望する型に○をしてください
































希望する型に○をしてください


























